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１ 概 要 

 

１－１ はじめに 

 

地方公会計の改革については、「行政改革の重要方針（平成 17 年 12 月 24 日閣議決定）」、

「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律（平成 18 年 6 月 2 日法

律第 47 号）」、「経済財政運営と構造改革に関する基本方針 2006（平成 18 年 7 月 7 日閣議決

定）」、「経済財政改革の基本方針 2007（平成 19 年 6 月 19 日閣議決定）」等において、その推

進が要請され、平成 21 年度までに民間企業会計的な手法を取り込んだ財務書類を整備するこ

ととされました。 

この公会計改革による財務書類４表（貸借対照表、行政コスト計算書、純資産変動計算書、

資金収支計算書）の作成に当たっては、「新地方公会計制度研究会報告書」（平成 18 年 5 月 18

日公表）及び「新地方公会計制度実務研究会報告書」（平成 19 年 10 月 17 日公表）で示され

た「基準モデル」又は「総務省方式改訂モデル」を活用して、その推進に取組むこととされま

した。 

そのため、本市においては平成 27 年度決算までは、多くの自治体が採用している「総務省

方式改訂モデル」に基づいて、財務書類を作成してきました。 

 

しかしながら、財務書類の作成方式が複数あり、比較可能性の確保に課題があるほか、公

共施設等のマネジメントに資する固定資産台帳の整備が十分でないといった課題があったこ

とから、平成27年1月23日には、総務大臣通知として、「統一的な基準による地方公会計の

整備促進について」が発出され、平成28年度決算分から統一的な基準に基づく財務書類の作

成及び固定資産台帳整備について、正式な要請がされました。 

 

これに基づいて本市においては、平成26年度から固定資産台帳の整備等に着手し、平成28

年度決算から統一的な基準に基づく財務書類を作成しています。 
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１－２ 対象となる会計範囲 

 

統一的な基準による財務書類の作成単位は次のようなものがあります。 

（１）一般会計及び地方公営事業会計以外の特別会計からなる『一般会計等財務書類』 

（２）一般会計等に地方公営事業会計を加えた『全体財務書類』 

（３）全体財務書類に地方公共団体の関連団体を加えた『連結財務書類』 

 

 
 

※次の特別会計については地方公営企業法の適用に向けた作業に着手しており、平成30

年度決算においては移行期間中のため、全体財務書類及び連結財務書類からは除外し

ています。 

・農業集落排水事業特別会計 

・公共下水道事業特別会計 

 

１－３ 作成基準日 

 

作成基準日は、平成 31 年 3 月 31 日を基準日としています。 

平成 31 年 4 月 1 日から令和元年 5 月 31 日までの出納整理期間の収支については、基準日

までに終了したものとして処理をしています。 

 

 

 

 

一般会計等 全 体 連 結

【地方公営事業会計】

① 国民健康保険事業特別会計（事業勘定）

② 国民健康保険事業特別会計（診療施設勘定）

③ 介護保険特別会計

④ 後期高齢者医療特別会計

⑤ 駐車場事業特別会計

⑥ 益田駅前地区市街地再開発事業特別会計

⑦※農業集落排水事業特別会計

⑧※公共下水道事業特別会計

⑨ 土地区画整理事業特別会計

⑩ 水道事業会計

① 島根県市町村総合事務組合

② 島根県後期高齢者医療広域連合

③ 益田地区広域市町村圏事務組合

④ 株式会社益田市総合サービス

⑤ 株式会社きのこハウス

⑥ 株式会社エイト

⑦ 株式会社ひきみ

① 一般会計

② 施設貸付事業特別会計

③ 市有林事業特別会計

④ 造林受託事業特別会計
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２ 平成３０年度の決算状況 

 

財務書類（統一的な基準）による決算報告 

 

『一般会計等』における平成 30 年度決算の状況は、次のとおりです。 

 
矢印は各表で一致する部分を指しており、それぞれの財務書類が相互に関連しています。 

純資産変動計算書

百万円

21,717
58,976 百万円

百万円

376 百万円 45

百万円

本年度純資産変動額 △ 40

798 百万円

542 百万円

貸借対照表 行政コスト計算書

百万円798

△ 49 59,017 百万円百万円

百万円 22,242 百万円 856 百万円42,398

資金収支計算書

百万円

資産

うち現金預金

負債 経常費用 経常収益

臨時損失 臨時利益

本年度末現金預金残高

前年度末純資産残高

本年度末純資産残高

101,374

百万円

　うち純行政コスト 21,717

純資産

純行政コスト

本年度資金収支額

58,976 百万円

304 百万円本年度末歳計外現金残高

前年度末資金残高
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３ 各財務書類の説明 

 

３－１ 貸借対照表 

 

(1) 貸借対照表とは 

一般の会社などが決算の時に発表する貸借対照表（バランスシート）に当たり、年度末

時点で益田市が住民サービス提供のために保有する土地・建物・現金・基金等の財産（資

産）と、それらの資産を形成するために要した財源（負債・純資産）などの残高（ストッ

ク情報）を表しています。 

(2) 貸借対照表の概要 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

平成31年3月31日現在 （単位：百万円）

一般等 全体 連結 一般等 全体 連結

資産 負債

固定資産 99,300 108,441 111,261 固定負債 37,646 43,922 45,060

有形固定資産 92,688 102,341 104,523 地方債 31,571 35,235 35,392

無形固定資産 39 56 57 長期未払金 - - 16

投資その他の資産 6,572 6,044 6,681 退職手当引当金 5,683 5,683 6,235

損失補償等引当金 - - -

その他 392 3,004 3,418

流動資産 2,074 4,160 4,476 流動負債 4,752 5,291 5,578

現金預金 798 2,641 2,874 1年以内償還予定

未収金 31 152 169 地方債 4,039 4,434 4,472

短期貸付金 0 0 0 未払金 1 111 141

基金 1,231 1,231 1,247 未払費用 - - 26

棚卸資産 19 147 158 前受金 - - -

その他 0 0 39 前受収益 - - -

徴収不能引当金 △ 4 △ 11 △ 11 賞与等引当金 233 264 313

預り金 305 305 306

その他 174 178 321

42,398 49,213 50,639

繰延資産 - - 0 58,976 63,388 65,099

101,374 112,601 115,738 101,374 112,601 115,738資産合計

負債合計

純資産合計

負債及び純資産合計
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３－２ 行政コスト計算書 

 

(1) 行政コスト計算書とは 

一般の会社などが決算の時に発表する損益計算書に当たり、資産形成だけでなく、人的

サービスや給付サービスなど資産形成につながらない行政サービスを提供するため、1 年

間にどの分野にどのようなコスト（費用）がかかり、それに伴う使用料及び手数料等がい

くらあるのかを把握することができます。 

(2) 行政コスト計算書の概要 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 

３－３ 純資産変動計算書 

 

(1) 純資産変動計算書とは 

一般の会社などが決算の時に発表する株主資本等変動計算書に当たり、貸借対照表の

純資産の部に計上されている各数値が、1 年間でどのように変動したかを明示する財務書

類で、当該年度におけるこれまでの世代の負担分の増減を把握することができます。 

(2) 純資産変動計算書の概要 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

平成30年4月1日～平成31年3月31日 （単位：百万円）

一般等 全体 連結

経常費用 A 22,242 33,389 40,680

業務費用 10,845 12,557 14,438

人件費 3,577 4,000 5,004

物件費等 6,724 7,755 8,460

その他の業務費用 544 802 974

移転費用 11,397 20,831 26,242

経常収益 B 856 1,867 2,332

使用料及び手数料 332 1,186 1,223

その他 524 681 1,109

C 21,386 31,522 38,348

臨時損失 D 376 387 457

臨時利益 E 45 45 43

F 21,717 31,864 38,762

純経常行政コスト(A-B)

純行政コスト(C+D-E)

平成30年4月1日～平成31年3月31日 （単位：百万円）

一般等 全体 連結

前年度末純資産残高 A 59,017 63,047 64,918

純行政コスト（△） B △ 21,717 △ 31,864 △ 38,762

財源 C 21,554 32,072 38,813

税収等 15,903 20,105 23,250

国県等補助金 5,651 11,967 15,563

D △ 163 208 51

資産評価差額 E - - -

無償所管換等 F 86 97 94

比例連結割合の変更に伴う差額 G - - △ 2

その他 H 36 36 38

I △ 40 341 182

J 58,976 63,388 65,099

本年度差額(B+C)

本年度純資産変動額(D+E+F+G+H)

本年度末純資産残高(A+I)
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３－４ 資金収支計算書 

 

(1) 資金収支計算書とは 

一般の会社などが決算の時に発表するキャッシュフロー計算書に当たり、益田市が各

種の事業を実施するため、1 年間に出入りをした資金の動きを表しています。 

また、業務活動（支払利息支出を除く）と投資活動（基金積立金支出及び基金取崩収入

を除く）の収支を合算したものを基礎的財政収支（プライマリーバランス）といいます。

収支がプラスの場合は、経費が借金に頼らないで、税金などの収入で賄われていることを

示します。 

(2) 資金収支計算書の概要 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 

 

平成30年4月1日～平成31年3月31日 （単位：百万円）

一般等 全体 連結

A 2,629 3,270 3,369

業務支出 ① 18,742 29,408 36,403

業務収入 ② 21,581 32,827 39,993

臨時支出 ③ 317 317 390

臨時収入 ④ 108 168 168

B △ 1,257 △ 1,532 △ 1,565

投資活動支出 ⑤ 2,066 2,408 2,472

投資活動収入 ⑥ 809 876 908

C 1,831 2,430 2,543

D △ 1,421 △ 1,692 △ 1,782

財務活動支出 ⑦ 4,015 4,405 4,585

財務活動収入 ⑧ 2,595 2,713 2,804

E △ 49 46 22

前年度末資金残高 F 542 2,290 2,548

比例連結割合変更に伴う差額 G - - △ 2

H 493 2,336 2,569

前年度末歳計外現金残高 I 304 304 304

J 1 1 1

K 305 305 305

L 798 2,641 2,874

本年度末歳計外現金残高(I+J)

本年度資金収支額(A+B+D)

本年度歳計外現金増減額

本年度末現金預金残高(H+K)

業務活動収支(②-①+④-③)

投資活動収支(⑥-⑤)

基礎的財政収支

財務活動収支(⑧-⑦)

本年度末資金残高(E+F+G)
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４ 財務書類からわかる財務指標（一般会計等） 
 

 
 

①歳入額対資産比率 

資産合計÷歳入総額※ 

 ※歳入総額…本年度収入合計＋前年度末資金残高 
 

これまでに取得した資産（道路、橋、公園、学校な
ど）が、歳入額の何年分に相当するかを表しています。 

平成 30 年度については、前年度よりも 0.19 年減
少して 3.95 年となりました。要因としては、減価償
却による資産額の減少があげられます。 
 
※統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和

元年 8 月改訂）に基づき算定式を変更しているた
め、過年度の数値は平成 29 年度決算時点で算定し
た数値と異なります。 

 

②有形固定資産減価償却率 

減価償却累計額÷（有形固定資産取得価額等―非償却資産取得価額等） 

 
有形固定資産のうち、土地等の非償却資産を除く資

産が耐用年数に対して取得からどの程度経過してい
るかを表しており、100％に近いほど老朽化が進んで
いるといえます。 

平成 30 年度については、前年度比で 1.5 ポイント
増加しました。これは、これまでに取得した資産から
生じる減価償却費の増加が影響しており、市が所有す
る有形固定資産の老朽化が進んでいることを表しま
す。 

今後は、老朽化した資産を計画的に更新していくこ
とが課題となります。 

 
※総務省調査に基づき算定式を変更しているため、過

年度の数値は平成 29 年度決算時点で算定した数値
と異なります。 
 

比較

(H30-H29)

① 歳入額対資産比率 3.83年 4.14年 3.95年 △ 0.19年

② 有形固定資産減価償却率 58.9％ 60.9％ 62.4％ 1.5％

③ 純資産比率 56.1％ 57.4％ 58.2％ 0.8％

社会資本形成の世代間負担比率
（将来世代負担比率）

自律性 ⑤ 受益者負担比率 3.1％ 6.0％ 3.8％ △ 2.2％

住民一人当たり資産額 219.3万円 216.5万円 216.3万円 △ 0.2万円

住民一人当たり負債額 96.3万円 92.3万円 90.5万円 △ 1.8万円

住民一人当たり行政コスト 47.5万円 45.1万円 46.3万円 1.2万円

⑥

資産形成度

④
世代間公平性

29.5％ 28.2％ △ 0.9％27.3％

H28 H29 H30指標

（単位：百万円） H28 H29 H30

資産合計 105,295 102,869 101,374

歳入総額 27,502 24,877 25,635

歳入額対資産比率（年） 3.83 4.14 3.95

物品償却累計

2.00

2.50

3.00

3.50

4.00

4.50

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H28 H29 H30

資産合計 歳入総額 歳入額対資産比率（年）

（単位：百万円） H28 H29 H30

減価償却累計額 80,879 83,899 86,675

取得価額等 137,216 137,719 138,824

有形固定資産減価償却率（％） 58.9 60.9 62.4
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③純資産比率 

純資産÷資産合計 
 
資産全体に対する現世代の負担により形成された

割合を表しています。この比率が高いほど負債（将来
世代の負担）の割合が少ないことになりますが、現世
代と将来世代との負担のバランスを取ることも必要
となります。 

平成 30 年度については、純行政コストが税収等の
財源を上回り純資産は減少しました。しかし、それ以
上に分母である資産合計が減価償却等により減少し
た結果、純資産比率は増加しており、わずかではあり
ますが、将来世代の負担を減らすことができたと考え
られます。 

 
 

④社会資本等形成の世代間負担比率（将来世代負担比率） 

地方債残高※÷有形・無形固定資産 
※地方債残高は、臨時財政対策債、減税補てん債を除いたもの。 

 
有形・無形固定資産などの社会資本等に対して、将

来の償還等が必要な負債による調達割合を算定する
ことで、社会資本等形成に係る将来世代の負担を表し
ています。 

平成 30 年度については、地方債の償還額が発行額
を上回り、分子である地方債残高が減少しました。ま
た、分母のうち有形固定資産についても、減価償却に
よる減少が資産の増加を上回ったため減少していま
す。その結果比率は減少してはいますが、依然として
高い水準にあり、今後も将来世代への過度な負担とな
らないよう注意していく必要があります。 

 
※統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元

年 8 月改訂）に基づき算定式を変更しているため、
過年度の数値は平成 29 年度決算時点で算定した数
値と異なります。 

  

⑤受益者負担比率 

経常収益÷経常費用 
 

行政サービスの提供に対する受益者の負担割合を
表しています。 

平成 30 年度については、前年度と比較して大きく
減少していますが、これは平成 29 年度において、分
子である経常収益に退職手当引当金の戻入額が含ま
れており、この戻入額が大きかったことが要因です。 

受益者負担の割合が低いということは負債額が増
え、将来世代への負担の先送りにもつながるため、適
正な負担割合の検討が今後の課題と言えます。 

 
 
 

 

（単位：百万円） H28 H29 H30

純資産 59,035 59,017 58,976

資産合計 105,295 102,869 101,374

純資産比率（％） 56.1 57.4 58.2
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（単位：百万円） H28 H29 H30

地方債残高 28,520 26,613 25,308

有形・無形固定資産 96,724 94,354 92,727

社会資本形成の世代間負担比率（％） 29.5 28.2 27.3

10.0

15.0

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

140,000

H28 H29 H30
地方債残高

有形・無形固定資産

社会資本形成の世代間負担比率（％）

（単位：百万円） H28 H29 H30

経常収益 739 1,358 856

経常費用 23,493 22,549 22,242

受益者負担比率（％） 3.1 6.0 3.8
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⑥住民一人当たりの指標 

 

 
 

●住民一人当たり資産額 
平成 30 年度においては、減価償却による資産額の減少が新たな資産の取得額を上回り、資

産合計額が減少したことで、住民一人当たり資産額についても前年比で減少しました。 
 

●住民一人当たり負債額 
平成 30 年度においては、地方債の償還額が地方債発行額を上回ったことで負債合計額が減

少したため、住民一人当たり負債額についても前年比で減少しました。 
 

●住民一人当たり行政コスト 
平成 30 年度においては、人件費や物件費等の減少に伴い、経常費用は前年度と比べ減少し

ています。経常収益は前年度と比べ減少していますが、これは平成 29 年度における退職手当
引当金戻入額が例年よりも増加し、それに伴い経常収益も増加していたためです。その結果と
して今年度の純経常行政コストは前年度と比べ増加し、住民一人当たり行政コストについて
も増加しました。 
 
※住民一人当たり行政コストについては、これまでは、災害復旧事業費などの臨時損失や資産

売却益などの臨時利益を除いた「純経常行政コスト」により算出していましたが、今回から
は、総務省調査に基づき、臨時損失及び臨時利益を含む「純行政コスト」を用いた算定式に
変更しています。このため、過年度の数値は平成 29 年度決算時点で算定した数値と異なり
ます。 

  

（単位：万円） H28 H29 H30

資産合計 10,529,464 10,286,908 10,137,405

負債合計 4,625,983 4,385,249 4,239,779

純行政コスト 2,279,411 2,140,973 2,170,705

住民基本台帳人口（人）※ 48,013 47,521 46,871

※住民基本台帳人口は、各年度の1月1日現在の数値を用いています。

住民一人当たり資産額 住民一人当たり負債額 住民一人当たり行政コスト

H28 219.3万円 96.3万円 47.5万円

H29 216.5万円 92.3万円 45.1万円

H30 216.3万円 90.5万円 46.3万円

0.0万円

50.0万円

100.0万円

150.0万円

200.0万円

250.0万円
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５ 財務書類の前年度比較（一般会計等） 

 

貸借対照表 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 

 

行政コスト計算書 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 

（単位：百万円）

比較 比較
(H30-H29) (H30-H29)

103,184 100,743 99,300 △ 1,443 41,854 39,328 37,646 △ 1,682

有形固定資産 96,682 94,311 92,688 △ 1,623 地方債 35,055 33,071 31,571 △ 1,500

無形固定資産 42 43 39 △ 4 長期未払金 - - - -

投資その他の資産 6,460 6,389 6,572 183 退職手当引当金 6,398 5,838 5,683 △ 155

損失補償等引当金 2 - - -

その他 400 419 392 △ 27

2,111 2,126 2,074 △ 52 4,406 4,524 4,752 228

現金預金 731 846 798 △ 48 1年以内償還予定

未収金 28 23 31 8 地方債 3,724 3,824 4,039

短期貸付金 12 12 0 △ 12 未払金 - 1 1 0

基金 1,325 1,230 1,231 1 未払費用 - - - -

棚卸資産 19 19 19 0 前受金 - - - -

その他 - - 0 0 前受収益 - - - -

徴収不能引当金 △ 4 △ 4 △ 4 0 賞与等引当金 221 226 233 7

預り金 317 304 305 1

その他 143 169 174 5

46,260 43,852 42,398 △ 1,454

59,035 59,017 58,976 △ 41

105,295 102,869 101,374 △ 1,495 105,295 102,869 101,374 △ 1,495

H28 H29 H30

流動資産

固定資産

流動負債

固定負債

H28 H29 H30資産 負債

資産合計 負債及び純資産合計

215

負債合計

純資産合計

（単位：百万円）

比較

(H30-H29)

経常費用 A 23,493 22,549 22,242 △ 307

業務費用 11,780 10,962 10,845 △ 117

人件費 4,125 3,593 3,577 △ 16

物件費等 7,054 6,923 6,724 △ 199

その他の業務費用 601 447 544 97

移転費用 11,712 11,587 11,397 △ 190

経常収益 B 739 1,358 856 △ 502

使用料及び手数料 329 326 332 6

その他 410 1,032 524 △ 508

C 22,754 21,191 21,386 195

臨時損失 D 149 267 376 109

臨時利益 E 109 48 45 △ 3

F 22,794 21,410 21,717 307

H29 H30

純経常行政コスト(A-B)

純行政コスト(C+D-E)

H28
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純資産変動計算書 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 

 

資金収支計算書 

 
※下位項目との金額差は、単位未満の四捨五入によるものです。 
※比較数値は、百万円単位の数値を差引きしたものです。 
※基礎的財政収支については、統一的な基準による地方公会計マニュアル（令和元年 8 月改訂）に基づき算定式

を変更しているため、過年度の数値は平成 29 年度決算時点で算定した数値と異なります。 

（単位：百万円）

比較

(H30-H29)

前年度末純資産残高 A 59,523 59,035 59,017 △ 18

純行政コスト（△） B △ 22,794 △ 21,410 △ 21,717 △ 307

財源 C 22,301 21,422 21,554 132

税収等 16,217 15,914 15,903 △ 11

国県等補助金 6,084 5,509 5,651 142

D △ 493 13 △ 163 △ 176

資産評価差額 E - - - -

無償所管換等 F 5 95 86 △ 9

その他 G - △ 126 36 162

H △ 488 △ 18 △ 40 △ 22

I 59,035 59,017 58,976 △ 41本年度末純資産残高(A+H)

H28 H29 H30

本年度差額(B+C)

本年度純資産変動額(D+E+F+G)

（単位：百万円）

比較

(H30-H29)

A 2,547 2,657 2,629 △ 28

業務支出 ① 19,813 19,095 18,742 △ 353

業務収入 ② 22,402 21,877 21,581 △ 296

臨時支出 ③ 91 207 317 110

臨時収入 ④ 50 82 108 26

B △ 2,029 △ 475 △ 1,257 △ 782

投資活動支出 ⑤ 3,090 1,104 2,066 962

投資活動収入 ⑥ 1,061 629 809 180

C 788 2,347 1,831 △ 516

D △ 861 △ 2,054 △ 1,421 633

財務活動支出 ⑦ 4,093 3,929 4,015 86

財務活動収入 ⑧ 3,233 1,875 2,595 720

E △ 342 128 △ 49 △ 177

前年度末資金残高 F 756 414 542 128

G 414 542 493 △ 49

前年度末歳計外現金残高 H 314 317 304 △ 13

I 3 △ 14 1 15

J 317 304 305 1

K 731 846 798 △ 48

本年度末歳計外現金残高(H+I)

本年度末現金預金残高(G+J)

業務活動収支(②-①+④-③)

投資活動収支(⑥-⑤)

基礎的財政収支

財務活動収支(⑧-⑦)

本年度資金収支額(A+B+D)

H28 H29 H30

本年度末資金残高(E+F)

本年度歳計外現金増減額
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６ 財務書類４表の用語解説 

 

●貸借対照表 

勘定科目 内容説明 

【資産の部】  

固定資産 土地や建物などで 1 年を超えて利用する資産 

有形固定資産 固定資産のうち現物確認ができる資産 

事業用資産 インフラ資産及び物品以外の有形固定資産 

土地 庁舎、福祉施設、教育施設などの土地 

   立木竹 地面から生えている立木と立竹 

   建物 庁舎、福祉施設、教育施設など 

   工作物 プール、テニスコート、ごみ処理施設など 

   船舶 水上を航行する乗り物 

   浮標等 浮標、浮桟橋、（船舶の修理の）浮きドック 

   航空機 人が乗って空を飛ぶことができる乗り物 

   その他 事業用資産のうち勘定科目に該当がない資産 

   建設仮勘定 建設中の事業用資産に支出した金額 

インフラ資産 道路、河川、港湾、公園、防災（消防施設を除く）、上下水道施設に限定される 

   土地 インフラ資産とされた施設などの底地 

   建物 インフラ資産とされた施設などの建物 

   工作物 道路、公園、護岸工事、橋りょう、上下水道など 

   その他 上記外のインフラ資産 

   建設仮勘定 建設中のインフラ資産に支出した金額 

  物品 車両、物品、美術品 

無形固定資産 物的な存在形態をもたない資産、地上権、著作権、特許権など 

  ソフトウェア 研究開発費に該当しないソフトウェア製作費 

  その他 ソフトウェアを除く無形固定資産 

投資その他の資産 
投資及び出資金、投資損失引当金、長期延滞債権、長期貸付金、基金、徴収不

能引当金など 

投資及び出資金 有価証券、出資金など 

有価証券 株券、公債証券などの債券など 

   出資金 公有財産として管理されている出資など 

その他 有価証券、出資金を除く投資及び出資金 

投資損失引当金 投資及び出資金の実質価額が著しく低下した場合に計上する引当金 

長期延滞債権 
滞納繰越調定収入未済分（債権としての金額が確定していて、入金となってい

ないもの） 

長期貸付金 貸付金のうち流動資産に区分されるもの以外 

基金 流動資産に区分される基金以外の基金 
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減債基金 地方債の償還のための積立金で、流動資産に区分されるもの以外 

その他 減債基金及び財政調整基金以外の基金 

徴収不能引当金 投資その他の資産のうち、徴収不能実績率などにより算定した引当金 

流動資産 資産のうち、通常 1 年以内に現金化、費用化できるもの 

現金預金 現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物 

未収金 現年度に調定し現年度に収入未済のもの 

短期貸付金 貸付金のうち、翌年度に償還期限が到来するもの 

基金 財政調整基金及び減債基金のうち流動資産に区分されるもの 

財政調整基金 財政の健全な運営のための積立金 

減債基金 地方債の償還のための積立金 

棚卸資産 売却を目的として保有している資産 

その他 上記及び徴収不能引当金以外の流動資産 

徴収不能引当金 未収金などのうち回収の見込みがないと見積もった金額 

【負債の部】  

固定負債 支払期限が 1 年を超えて到来する負債 

地方債等 地方債のうち償還予定が 1 年超のもの 

長期未払金 
債務負担行為で確定債務とみなされるもの及びその他の確定債務のうち流動負

債に区分されるもの以外のもの 

退職手当引当金 
年度末に全職員が自己都合で退職した場合に支払うべき金額から、外部に積み

立てている金額を差し引いた金額 

損失補償等引当金 
第三セクターなどの債務のうち、将来自治体の負担となる可能性があると見積

もった金額 

その他 上記以外の固定負債 

流動負債 支払期限が 1 年以内に到来する金額 

1 年内償還予定地方債等 地方債のうち、翌年度償還を予定しているもの 

未払金 支払義務が確定している金額 

未払費用 支払義務が到来していないが、既に提供された役務に対して未払いの金額 

前受金 代金の納入は受けているが、これに対する義務の履行を行っていない金額 

前受収益 未だ提供していない役務に対して支払いを受けている金額 

賞与等引当金 翌年度支払いが予定されている賞与などのうち、当年度負担分の金額 

預り金 第三者からの預り金 

その他 上記以外の流動負債 

【純資産の部】  

固定資産等形成分 
資産形成のために充当した資源の蓄積、自治体が調達した資源を充当して資産

形成を行った場合で、その資産の残高（減価償却累計額の控除後） 

余剰分（不足分） 自治体の費消可能な資源の蓄積をいい、原則として金銭の形態で保有 
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●行政コスト計算書 

勘定科目 内容説明 

経常費用 毎会計年度、経常的に発生する費用 

業務費用 人件費、物件費等、その他の業務費用 

人件費 職員給料などの人にかかる費用 

職員給与費 職員などに対しての勤労の対価や報酬として支払われる費用 

賞与等引当金繰入額 賞与等引当金の当該年度発生額 

退職手当引当金繰入額 退職手当引当金の当該年度発生額 

その他 上記外の人件費 

物件費等 物件費、維持補修費、減価償却費など 

物件費 職員旅費、委託料、消耗品費など 

維持補修費 資産の機能維持のために必要な修繕費など 

減価償却費 使用や時間の経過に伴う資産の価値減少額 

その他 上記以外の物件費など 

その他の業務費用 支払利息、徴収不能引当金繰入額など 

支払利息 地方債などにかかる利息負担金額 

徴収不能引当金繰入額 徴収不能引当金の当該年度発生額 

その他 上記以外の業務費用 

移転費用 経常的に発生する非対価性の支出 

補助金等 政策目的による補助金など 

社会保障給付 社会保障給付としての扶助費など 

他会計への繰出金 他会計への繰出金 

その他 上記以外の移転費用 

経常収益 毎会計年度、経常的に発生する収益 

使用料及び手数料 使用料、手数料の形で徴収する金銭 

その他 上記以外の経常収益 

純経常行政コスト 毎会計年度、経常的に発生する行政コスト（経常費用－経常収益） 

臨時損失 臨時に発生する費用 

災害復旧事業費 災害復旧にかかる費用 

資産除売却損 資産を除却・売却して損失が発生した場合の金額 

投資損失引当金繰入額 投資損失引当金の当該年度発生額 

損失補償等引当金繰入額 損失補償等引当金の当該年度発生額 

その他 上記以外の臨時損失 

臨時利益 臨時に発生する利益 

資産売却益 資産を売却した際に、売却額が帳簿価格を上回る金額 

その他 上記以外の臨時収益 

純行政コスト 純経常行政コスト＋（臨時損失－臨時収益） 
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●純資産変動計算書 

勘定科目 内容説明 

前年度末純資産残高 前年度末の純資産の残高 

純行政コスト（△） 行政コスト計算書で計算された費用 

財源 純資産の財源をどのように調達したかの分類 

税収等 地方税、地方交付税及び地方譲与税など 

国県等補助金 国庫支出金及び都道府県支出金など 

本年度差額 純行政コスト＋財源 

固定資産等の変動（内部変動） 
有形固定資産等の増加や減少、貸付金・基金等の増加や減少

を再掲 

有形固定資産等の増加 

有形固定資産及び無形固定資産の形成による保有資産の増加

額または有形固定資産及び無形固定資産の形成のために支出

した金額 

有形固定資産等の減少 

有形固定資産及び無形固定資産減価償却費相当額及び除売却

による減少額、または有形固定資産及び無形固定資産の売却

収入（元本分）、除却相当額及び自己金融効果を伴う減価償却

相当額 

貸付金・基金等の増加 
貸付金・基金等の形成による保有資産の増加額または新たな

貸付金・基金等のために支出した金額 

貸付金・基金等の減少 
貸付金の償還及び基金の取崩などによる減少額または貸付金

の償還収入及び基金の取崩収入相当額 

資産評価差額 有価証券などの評価差額 

無償所管換等 無償で譲渡、または取得した固定資産の評価額 

その他 上記以外の純資産及びその他内部構成の変動 

本年度純資産変動額 
「本年度差額」「資産評価額」「無償所管換等」「その他」を増

減した金額 

本年度末純資産残高 
「前年度末純資産残高」に「本年度純資産変動額」を増減し

た金額 
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●資金収支計算書 

勘定科目 内容説明 

【業務活動収支】  

業務支出 自治体の運営上、毎年度経常的に支出されるもの 

業務費用支出 人件費、物件費、支払利息などの支出 

人件費支出 議員報酬、職員給料、退職金などの支出 

物件費等支出 物品購入費、維持修繕費、業務費などの支出 

支払利息支出 地方債などに係る支払利息の支出 

その他の支出 上記以外の業務費用支出 

移転費用支出 経常的に発生する非対価性の支出 

補助金等支出 各種団体への補助金などに係る支出 

社会保障給付支出 生活保護費などの社会的給付に係る支出 

他会計への繰出支出 他の会計への繰出に係る支出 

その他の支出 上記以外の移転支出 

業務収入 行政運営上、毎年度経常的に収入されるもの 

税収等収入 住民税や固定資産税などの収入 

国県等補助金収入 
国県等からの補助金のうち、業務支出の財源に充

当した収入 

使用料及び手数料収入 使用料及び手数料の収入 

その他の収入 上記以外の業務収入 

臨時支出 災害復旧事業費などの支出 

災害復旧事業費支出 災害復旧事業費に係る支出 

その他の支出 災害復旧事業費以外の臨時支出 

臨時収入 臨時にあった収入 

業務活動収支 
（「業務収入」－「業務支出」）+（「臨時収入」－

「臨時支出」） 

【投資活動収支】  

投資活動支出 投資活動に係る支出 

公共施設等整備費支出 有形固定資産等形成に係る支出 

基金積立金支出 基金積立に係る支出 

投資及び出資金支出 投資及び出資金に係る支出 

貸付金支出 貸付金に係る支出 

その他の支出 上記以外の投資活動支出 

投資活動収入 投資活動に係る収入 

国県等補助金収入 
国県等補助金のうち、投資活動支出の財源に充当

した収入 

基金取崩収入 基金取崩による収入 

貸付金元金回収収入 貸付金に係る元金回収収入 
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勘定科目 内容説明 

資産売却収入 資産売却による収入 

その他の収入 上記以外の投資活動収入 

投資活動収支 「投資活動収入」－「投資活動支出」 

【財務活動収支】  

財務活動支出 地方債償還に係る支出など 

地方債等償還支出 地方債に係る元本償還の支出 

その他の支出 地方債償還支出以外の財務活動支出 

財務活動収入 地方債発行による収入など 

地方債等発行収入 地方債発行による収入 

その他の収入 地方債発行収入以外の財務活動収入 

財務活動収支 「財務活動収入」－「財務活動支出」 

本年度資金収支額 
「業務活動収支」+「投資活動収支」+「財務活動

収支」 

前年度末資金残高 前年度末の資金残高 

本年度末資金残高 「前年度末資金残高」+「本年度資金収支額」 

 

前年度末歳計外現金残高 前年度の歳計外現金残高 

本年度歳計外現金増減額 本年度の歳計外現金の増減額 

本年度歳計外現金残高 
「前年度歳計外現金残高」+「本年度歳計外現金増

減額」 

本年度現金預金残高 「本年度資金残高」+「本年度歳計外現金残高」 
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７ 注記（一般会計等） 

 

1 重要な会計方針 

 

⑴  有形固定資産及び無形固定資産の評価基準及び評価方法 

① 有形固定資産････････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得価額が判明しているもの････････････････取得価額  

取得価額が不明なもの･･････････････････････再調達価額 

ただし、取得価額が不明な道路、河川及び水路の敷地は備忘価額 1 円としていま

す。 

 

② 無形固定資産････････････････････････････････取得価額 

ただし、開始時の評価基準及び評価方法については、次のとおりです。 

取得価額が判明しているもの････････････････取得価額 

取得価額が不明なもの･･････････････････････再調達価額 

 

⑵  有価証券及び出資金の評価基準及び評価方法 

①  満期保有目的以外の有価証券 

市場価格のないもの･････････････････････････取得価額 

 

②  出資金 

市場価格のないもの･････････････････････････出資金額 

ただし、実質価額の低下割合が 30 ％以上である場合、強制評価減を行っています。 

 

⑶  棚卸資産の評価基準及び評価方法 

地方公共団体の財政の健全化に関する法律施行規則第 4 条第 2 項各号に掲げる方

法 

 

⑷  有形固定資産等の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりです。 

建物 3 年～50 年 

工作物 6 年～75 年 

物品 3 年～15 年  
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② 無形固定資産（リース資産を除きます。）･･･････定額法 

ソフトウェア 5 年 

 

③  所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

（リース期間が 1 年以内のリース取引及びリース契約 1 件あたりのリース料総額が 

50 万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。） 

････････････自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法 

 

⑸ 引当金の計上基準及び算定方法 

① 投資損失引当金 

市場価格のない投資及び出資金のうち、連結対象団体（会計）に対するものについて、実

質価額が著しく低下した場合における実質価額と取得価額との差額を計上しています。 

 

② 徴収不能引当金 

未収金及び長期延滞債権については、過去 5 年間の平均不納欠損率により、徴収不能

見込額を計上しています。 

 

③ 退職手当引当金 

退職手当債務から組合への加入時以降の負担金の累計額から既に職員に対し退職手

当として支給された額の総額を控除した額に、組合における積立金額の運用益のうち

益田市へ按分される額を加算した額を控除した額を加算して計上しています。 

 

④ 損失補償等引当金 

履行すべき額が確定していない損失補償債務等のうち、地方公共団体の財政の健全

化に関する法律に規定する将来負担比率の算定に含めた将来負担額を計上しています。 

 

⑤ 賞与等引当金 

翌年度 6 月支給予定の期末手当及び勤勉手当並びにそれらに係る法定福利費相当

額の見込額について、それぞれ本会計年度の期間に対応する部分を計上しています。 
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⑹ リース取引の処理方法 

① ファイナンス・リース取引 

ア 所有権移転ファイナンス・リース取引（リース期間が 1 年以内のリース取引

及びリース料総額が 50 万円未満のファイナンス・リース取引を除きます。） 

通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

イ ア以外のファイナンス・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

② オペレーティング・リース取引 

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っています。 

 

⑺ 資金収支計算書における資金の範囲 

現金（要求払預金） 

なお、現金（要求払預金）には、出納整理期間における取引により発生する資金の受払いを含ん

でいます。 

 

⑻ その他財務書類作成のための基本となる重要な事項 

① 物品及びソフトウェアの計上基準 

物品については、取得価額または見積価格が 50 万円（美術品は 300 万円以上）の場

合に資産として計上しています。 

ソフトウェアについても物品の取扱いに準じています。 

 

② 上記以外の固定資産の計上基準 

建物や工作物など物品以外の資産についても原則として取得価額または再調達価額が 

50 万円以上の場合に資産として計上しています。また、土地については、建物・工作

物・物品等の償却資産とは異なり、非償却資産であることから、原則として全ての土地

について、資産として計上しています。 

 

③ 資本的支出と修繕費の区分基準 

資本的支出と修繕費の区分基準については、金額が 50 万円未満であるとき、または法

人税基本通達により資産計上に該当しないと判定したときに修繕費として処理していま

す。 

 

2 重要な会計方針の変更等 

 

重要な会計方針の変更等はありません。  
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3 重要な後発事象 

 

重要な後発事象はありません。 

 

4 偶発債務 

 

偶発債務はありません。 

 

5 追加情報 

 

⑴ 財務書類の内容を理解するために必要と認められる事項 

① 一般会計等財務書類の対象範囲は次のとおりです。  

一般会計 

施設貸付事業特別会計 

市有林事業特別会計 

造林受託事業特別会計 

 

② 普通会計の対象範囲のうち、土地区画整理事業特別会計（道路事業のみ）については、一般

会計等の対象範囲には含まれません。また、一般会計で実施する介護サービス事業につい

ては、普通会計の対象範囲には含まれていませんが、一般会計等の対象範囲には含まれ

ます。 

 

③ 地方自治法第 235 条の 5 に基づき出納整理期間が設けられている会計においては、出

納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数をもって会計年度末の計数とし

ています。 

 

④ 百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。 

 

⑤ 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく健全化判断比率の状況は、次のと

おりです。  

実質赤字比率 － ％ 

連結実質赤字比率 － ％ 

実質公債費比率 14.0 ％ 

将来負担比率 124.1 ％ 

 

⑥ 利子補給等に係る債務負担行為の翌年度以降の支出予定額  1 百万円 
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⑦ 繰越事業に係る将来の支出予定額 

繰越明許費（地方自治法第 213 条）  729 百万円 

 

⑵ 貸借対照表に係る事項 

①  売却可能資産の範囲及び内訳は、次のとおりです。 

ア 範囲 

「現に公用もしくは公共用に供されていない公有財産（一時的に賃貸している

場合を含む）」、「売却が既に決定している、または、近い将来売却が予定さ

れていると判断される資産」のいずれかに該当する資産のうち、「庁内組織に

おいて売却予定とされている公共資産」 

 

イ 内訳 

事業用資産 110 百万円（ 99 百万円）  

土地   110 百万円（ 99 百万円） 

 

平成 31 年 3 月 31 日時点における売却可能価額を記載しています。 

売却可能価額は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律における評価方法

によっています。 

上記の（ 99 百万円）は貸借対照表における簿価を記載しています。 

 

② 地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づく将来負担比率の算定要素は、次

のとおりです。 

 

標準財政規模                      14,766 百万円 

元利償還金・準元利償還金に係る基準財政需要額算入額    2,837 百万円 

将来負担額                       46,467 百万円 

充当可能基金額                      3,339 百万円 

特定財源見込額                      1,850 百万円 

地方債現在高等に係る基準財政需要算入見込額       26,467 百万円 

 

③ 地方自治法第 234 条の 3 に基づく長期継続契約で貸借対照表に計上されたリース債務

金額  566 百万円 
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⑶ 純資産変動計算書に係る事項 

純資産における固定資産等形成分及び余剰分（不足分）の内容 

① 固定資産等形成分 

固定資産の額に流動資産における短期貸付金及び基金等を加えた額を計上していま

す。 

 

② 余剰分（不足分） 

純資産合計額のうち、固定資産等形成分を差し引いた金額を計上しています。 

 

⑷ 資金収支計算書に係る事項 

① 基礎的財政収支  1,831 百万円 

 

② 既存の決算情報との関連性 

 

 
 

 

地方自治法第 233 条第 1 項に基づく歳入歳出決算書は「一般会計」を対象範囲として

いるのに対し、資金収支計算書は「一般会計等」を対象範囲としているため、歳入歳出決算書と

資金収支計算書は一部の特別会計（施設貸付事業特別会計・市有林事業特別会計・造林

受託事業特別会計）の分だけ相違します。 

歳入歳出決算書では繰越金を収入として計上しますが、公会計では計上しないため、そ

の分だけ相違します。 

 

  

 収入（歳入） 支出（歳出） 

歳入歳出決算書 25,498 百万円 25,018 百万円 

財務書類の対象となる会計の範囲の相違に 

伴う差額 

174 百万円 160 百万円 

繰越金に伴う差額 △542 百万円 － 

内部相殺に伴う差額 △38 百万円 △38 百万円 

資金収支計算書 25,092 百万円 25,141 百万円 
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③ 資金収支計算書の業務活動収支と純資産変動計算書の本年度差額との差額の内訳  

資金収支計算書 

業務活動収支  2,629 百万円 

投資活動収入の国県等補助金収入  484 百万円 

投資活動収入のその他の収入  3 百万円 

財務活動収入のその他の収入  56 百万円 

未収債権の増減額  5 百万円 

未払債務の増減額  △0 百万円 

その他流動資産の増減額  0 百万円 

減価償却費  △3,364 百万円 

賞与等引当金増減額  △7 百万円 

退職手当引当金増減額  155 百万円 

徴収不能引当金増減額  △111 百万円 

投資損失引当金増減額  2 百万円 

資産除売却損  △57 百万円 

資産売却益  42 百万円 

 

純資産変動計算書の本年度差額  △163 百万円 

 

④ 一時借入金 

資金収支計算書上、一時借入金の増減額は含まれていません。 

なお、一時借入金の限度額及び利子額は次のとおりです。 

一時借入金の限度額    3,500 百万円 

一時借入金に係る利子額    1 百万円 

 

⑤ 重要な非資金取引 

重要な非資金取引は以下のとおりです。 

新たに計上したファイナンス・リース取引に係る資産及び負債の額 

205 百万円 

 

 

 


